
Ⅳ 参 考
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人  口 車　両 道  路 免許人口

多発 前年比  （人） （台） （㎞）  (人） 10万人 １万台 100 ｷﾛ 10万人

順位 増減数 (24.10.1) (25.10.31) (24.4.1) (25.12.31) 当たり 当たり 当たり 当たり

北海道 7 169 -15 5,431,000 4,048,959 90,136.9 3,393,085 3.11 0.417 0.042 0.417

青  森 32 54 6 1,335,000 1,131,760 19,817.6 861,236 4.05 0.477 0.048 0.477

岩  手 26 64 -8 1,295,000 1,175,306 33,231.3 844,662 4.94 0.545 0.055 0.545

宮  城 20 83 -5 2,328,000 1,867,090 24,912.1 1,535,502 3.57 0.445 0.045 0.445

秋  田 43 37 -11 1,050,000 921,271 23,823.1 688,766 3.52 0.402 0.040 0.402

山  形 39 44 5 1,141,000 1,054,474 16,631.3 777,833 3.86 0.417 0.042 0.417

福  島 19 87 8 1,946,000 1,812,405 39,017.9 1,308,015 4.47 0.480 0.048 0.480

東  京 6 172 4 13,300,000 5,080,491 24,124.6 7,717,150 1.29 0.339 0.034 0.339

茨  城 11 132 -31 2,931,000 2,785,442 56,153.6 2,057,540 4.50 0.474 0.047 0.474

栃  木 15 102 1 1,986,000 1,878,084 25,183.0 1,401,711 5.14 0.543 0.054 0.543

群  馬 25 67 -6 1,984,000 1,939,329 34,968.7 1,416,562 3.38 0.345 0.035 0.345

埼  玉 5 173 -7 7,222,000 4,498,472 46,876.1 4,643,405 2.40 0.385 0.039 0.385

千  葉 3 182 -4 6,192,000 3,978,115 40,370.5 3,987,308 2.94 0.458 0.046 0.458

神奈川 2 185 17 9,079,000 4,705,238 25,474.8 5,593,582 2.04 0.393 0.039 0.393

新  潟 14 103 -4 2,330,000 2,085,147 37,559.2 1,581,806 4.42 0.494 0.049 0.494

山  梨 34 49 11 847,000 849,716 11,183.4 597,550 5.79 0.577 0.058 0.577

長  野 21 82 -18 2,122,000 2,103,704 47,930.5 1,490,394 3.86 0.390 0.039 0.390

静  岡 9 143 -41 3,723,000 3,206,931 36,513.8 2,570,855 3.84 0.446 0.045 0.446

富  山 39 44 -9 1,076,000 957,185 13,835.1 748,867 4.09 0.460 0.046 0.460

石  川 31 55 -6 1,159,000 945,602 13,083.8 776,954 4.75 0.582 0.058 0.582

福  井 34 49 -8 795,000 708,204 10,808.9 543,051 6.16 0.692 0.069 0.692

岐  阜 17 93 -32 2,051,000 1,785,852 30,611.1 1,422,931 4.53 0.521 0.052 0.521

愛  知 1 204 -15 7,443,000 5,514,183 50,034.0 5,039,570 2.74 0.370 0.037 0.370

三  重 13 112 18 1,833,000 1,678,626 25,127.5 1,267,180 6.11 0.667 0.067 0.667

滋  賀 27 63 -11 1,416,000 1,157,118 12,400.3 955,332 4.45 0.544 0.054 0.544

京  都 24 69 -1 2,617,000 1,692,114 15,460.4 1,591,696 2.64 0.408 0.041 0.408

大  阪 9 143 -36 8,849,000 4,531,030 19,463.2 5,107,705 1.62 0.316 0.032 0.316

兵  庫 3 182 -5 5,558,000 3,556,350 36,298.4 3,480,857 3.28 0.512 0.051 0.512

奈  良 38 45 3 1,383,000 997,171 12,626.2 906,846 3.25 0.451 0.045 0.451

和歌山 42 39 -8 979,000 939,189 13,508.8 682,228 3.98 0.415 0.042 0.415

鳥  取 45 34 9 578,000 509,188 8,794.7 385,212 5.88 0.668 0.067 0.668

島  根 47 26 -2 702,000 610,113 18,210.9 464,010 3.70 0.426 0.043 0.426

岡  山 18 90 -17 1,930,000 1,733,886 32,102.1 1,299,579 4.66 0.519 0.052 0.519

広  島 12 117 1 2,840,000 2,220,239 28,983.2 1,865,854 4.12 0.527 0.053 0.527

山  口 28 58 -7 1,420,000 1,195,549 16,568.7 934,942 4.09 0.485 0.049 0.485

徳  島 46 31 -18 770,000 695,617 15,078.1 531,360 4.03 0.446 0.045 0.446

香  川 33 52 -3 985,000 905,475 10,262.9 681,306 5.28 0.574 0.057 0.574

愛  媛 23 75 5 1,405,000 1,225,707 18,210.7 939,347 5.34 0.612 0.061 0.612

高  知 41 41 -1 745,000 677,415 13,958.2 492,531 5.50 0.605 0.061 0.605

福  岡 8 147 2 5,090,000 3,686,651 37,357.1 3,263,020 2.89 0.399 0.040 0.399

佐  賀 29 56 10 840,000 755,583 10,851.2 568,706 6.67 0.741 0.074 0.741

長  崎 34 49 2 1,397,000 1,103,564 18,003.1 865,335 3.51 0.444 0.044 0.444

熊  本 22 76 -6 1,801,000 1,570,466 25,852.2 1,199,395 4.22 0.484 0.048 0.484

大  分 29 56 -4 1,178,000 1,041,084 18,279.6 782,220 4.75 0.538 0.054 0.538

宮  崎 34 49 -10 1,120,000 1,050,259 20,040.0 767,862 4.38 0.467 0.047 0.467

鹿児島 16 94 3 1,680,000 1,555,440 27,132.9 1,126,417 5.60 0.604 0.060 0.604

沖  縄 44 36 -16 1,415,000 1,208,381 8,065.3 918,948 2.54 0.298 0.030 0.298

全  国 4,113 -260 127,298,000 91,329,175 1,214,917.1 82,076,223 3.23 0.450 0.045 0.450

注　車両台数は、自動車台数＋原動機付自転車台数＋小型特殊車台数

 

 都道府県別交通事故死者数（平成２６年中）

区　　分

死 者 数 人 　口 車両台数 道路実延長 運転免許人口
   事  故  率  ( 死 者 数 ）
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当 た り 当 た り

1 佐 賀 6.667 佐 賀 0.741 大 阪 0.74 佐 賀 9.850

2 福 井 6.164 福 井 0.692 神 奈 川 0.73 福 井 9.020

3 三 重 6.110 鳥 取 0.668 東 京 0.71 三 重 8.840

4 鳥 取 5.882 三 重 0.667 佐 賀 0.52 鳥 取 8.830

5 山 梨 5.785 愛 媛 0.612 滋 賀 0.51 鹿 児 島 8.350

6 鹿 児 島 5.595 高 知 0.605 香 川 0.51 高 知 8.320

7 高 知 5.503 鹿 児 島 0.604 兵 庫 0.50 山 梨 8.200

8 愛 媛 5.338 石 川 0.582 福 井 0.45 愛 媛 7.980

9 香 川 5.279 山 梨 0.577 千 葉 0.45 香 川 7.630

10 栃 木 5.136 香 川 0.574 沖 縄 0.45 岩 手 7.580

11 岩 手 4.942 岩 手 0.545 京 都 0.45 栃 木 7.280

12 大 分 4.754 滋 賀 0.544 三 重 0.45 大 分 7.160

13 石 川 4.745 栃 木 0.543 山 梨 0.44 石 川 7.080

14 岡 山 4.663 大 分 0.538 石 川 0.42 岡 山 6.930

15 岐 阜 4.534 広 島 0.527 愛 媛 0.41 福 島 6.650

16 茨 城 4.504 岐 阜 0.521 愛 知 0.41 滋 賀 6.590

17 福 島 4.471 岡 山 0.519 栃 木 0.41 岐 阜 6.540

18 滋 賀 4.449 兵 庫 0.512 広 島 0.40 新 潟 6.540

19 新 潟 4.421 新 潟 0.494 福 岡 0.39 茨 城 6.420

20 宮 崎 4.375 山 口 0.485 静 岡 0.39 宮 崎 6.380

21 熊 本 4.220 熊 本 0.484 鳥 取 0.37 熊 本 6.340

22 広 島 4.120 福 島 0.480 埼 玉 0.36 広 島 6.270

23 富 山 4.089 青 森 0.477 奈 良 0.35 青 森 6.270

24 山 口 4.085 茨 城 0.474 山 口 0.35 山 口 6.200

25 青 森 4.045 宮 崎 0.467 鹿 児 島 0.33 富 山 5.880

26 徳 島 4.026 富 山 0.460 宮 城 0.32 徳 島 5.830

27 和 歌 山 3.984 千 葉 0.458 富 山 0.31 和 歌 山 5.720

28 長 野 3.864 奈 良 0.451 大 分 0.30 長 崎 5.660

29 山 形 3.856 徳 島 0.446 岐 阜 0.29 山 形 5.660

30 静 岡 3.841 静 岡 0.446 熊 本 0.29 島 根 5.600

31 島 根 3.704 宮 城 0.445 高 知 0.29 静 岡 5.560

32 宮 城 3.565 長 崎 0.444 和 歌 山 0.28 長 野 5.500

33 秋 田 3.524 島 根 0.426 岡 山 0.27 宮 城 5.410

34 長 崎 3.508 山 形 0.417 新 潟 0.27 秋 田 5.370

35 群 馬 3.377 北 海 道 0.417 青 森 0.27 兵 庫 5.230

36 兵 庫 3.275 和 歌 山 0.415 長 崎 0.27 北 海 道 4.980

37 奈 良 3.254 京 都 0.408 山 形 0.27 奈 良 4.960

38 北 海 道 3.112 秋 田 0.402 宮 崎 0.25 群 馬 4.730

39 千 葉 2.939 福 岡 0.399 茨 城 0.24 千 葉 4.560

40 福 岡 2.888 神 奈 川 0.393 福 島 0.22 福 岡 4.510

41 愛 知 2.741 長 野 0.390 徳 島 0.21 京 都 4.330

42 京 都 2.637 埼 玉 0.385 岩 手 0.19 愛 知 4.050

43 沖 縄 2.544 愛 知 0.370 群 馬 0.19 沖 縄 3.920

44 埼 玉 2.395 群 馬 0.345 北 海 道 0.19 埼 玉 3.730

45 神 奈 川 2.038 東 京 0.339 長 野 0.17 神 奈 川 3.310

46 大 阪 1.616 大 阪 0.316 秋 田 0.16 大 阪 2.800

47 東 京 1.293 沖 縄 0.298 島 根 0.14 東 京 2.230

全 国 3.231 全 国 0.450 全 国 0.34 全 国 5.010

人 口 10 万 人 車 両 １ 万 台 道 路 実 延 長 運 転 免 許 人 口
100 ｷ ﾛ 当 た り 10 万 人 当 た り

都 道 府 県 別 事 故 率 ワ－スト順 位  (死者数）

順位
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交通安全対策基本法（抜すい）

昭和４５年 ６月 １日 法律第１１０号

改正 昭和４６年 ６月 ２日 法律第 ９８号

同 ５０年 ７月１０日 同 第 ５８号

同 ５８年１２月 ２日 同 第 ８０号

平成１１年 ７月１６日 同 第１０２号

同 １１年１２月２２日 同 第１６０号

同 １８年 ５月１７日 同 第 ３８号

同 ２３年 ８月３０日 同 第１０５号

（都道府県交通安全計画等）

第２５条 都道府県交通安全対策会議は、交通安全基本計画(陸上交通の安全に関する部分に限る。）に

基づき、都道府県交通安全計画を作成しなければならない。

２ 都道府県交通安全計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。

(1) 都道府県の区域における陸上交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱

(2) 前項に掲げるもののほか、都道府県の区域における陸上交通の安全に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために必要な事項

３ 都道府県交通安全対策会議は、毎年度、都道府県の区域における陸上交通の安全に関し、当該区域の

全部又は一部を管轄する指定地方行政機関及び都道府県が構ずべき施策に関する計画（以下「都道府県

交通安全実施計画」という。）を作成しなければならない。この場合において、都道府県交通安全実施

計画は、交通安全業務計画（陸上交通の安全に関する部分に限る。）に抵触するものであってはならな

い。

４ 都道府県交通安全対策会議は、第一項の規定により都道府県交通安全計画を作成したときは、すみや

かに、これを内閣総理大臣及び指定行政機関の長に報告し、並びに都道府県の区域内の市町村の長に通

知するとともに、その要旨を公表しなければならない。

５ 都道府県交通安全対策会議は、第三項の規定により都道府県交通安全実施計画を作成したときは、す

みやかに、これを内閣総理大臣及び指定行政機関の長に報告するとともに、都道府県の区域内の市町村

の長に通知しなければならない。

６ 第四項の規定は都道府県交通安全計画の変更について、前項の規定は都道府県交通安全実施計画の変

更について準用する。
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愛知県交通安全対策会議条例

（昭和４５年１０月１６日 愛知県条例第５２号）

改正 昭和６２年 ３月２７日 愛知県条例第 ８号

平成１７年１０月２１日 愛知県条例第８８号

（趣旨）

第１条 この条例は、交通安全対策基本法(昭和４５年法律第１１０号）第１７条第５項の規定に基づき、

愛知県交通安全対策会議（以下「対策会議」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるもの

とする。

（会議）

第２条 会長は、会務を総理する。

２ 会長に事故があるときは、あらかじめ、その指名する委員がその職務を代理する。

（委員)

第３条 部内の職員のうちから指名される委員の数は10人以内とし、市町村長及び消防機関の長のうちか

ら任命される委員の数は５人以内とする。

２ 市町村長及び消防機関の長のうちから任命される委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の

任期は、前任者の残任期間とする。

３ 前項の委員は、再任されることができる。

（特別委員）

第４条 対策会議に、特別の事項を審議させるため、特別委員若干人を置くことができる。

２ 特別委員は、東海旅客鉄道株式会社、中日本高速道路株式会社その他の陸上交通に関する事業を営む

公共的機関の役員又は職員のうちから、知事が任命する。

３ 特別委員は、当該特別の事項に関する審議が終了したときは、解任されるものとする。

（幹事）

第５条 対策会議に、幹事を置く。

２ 幹事は、委員の属する機関の職員のうちから、知事が任命する。

３ 幹事は、対策会議の所掌事務について、会長、委員及び特別委員を補佐する。

（雑則）

第６条 この条例に定めるもののほか、対策会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、会長が対

策会議にはかって定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（昭和６２年３月２７日条例第８号）

この条例は、昭和６２年４月１日から施行する。

附 則（平成１７年１０月２１日条例第８８号）

この条例は、公布の日から施行する。この条例は、公布の日から施行する。
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愛知県交通安全対策会議運営要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、愛知県交通安全対策会議条例(昭和４５年愛知県条例第５２号）第６条の規定に基づき、愛知

県交通安全対策会議（以下「対策会議」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（会議）

第２条 対策会議は、会長が招集する。

２ 対策会議を招集しようとするときは、あらかじめ文書により開催の日時及び場所並びに議案を各委員に通知する

とともに、関係資料を送付するものとする。ただし、やむを得ない理由があるときは、この限りでない。

３ 対策会議においては、会長が議長となる。

４ 対策会議は、議長（会長に事故があるときは、その職務を代理する者。次項において同じ。)並びに委員及び議

事に関係のある特別委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

５ 対策会議の議事は、出席した委員及び議事に関係のある特別委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決

するところによる。

６ 会議に出席することができない委員及び議事に関係のある特別委員は、議案に関し、あらかじめ書面及びその他

の方法により意見を述べることができる。

７ 委員及び議事に関係のある特別委員は、やむを得ない理由により会議に出席できないときは、その属する機関の

職員のうちから代理者を選定し、その者を出席させることができる｡この場合において、代理者は、委員とみなす。

（会議の公開等）

第３条 対策会議の会議は、これを公開するものとする。ただし、次の各号に掲げる場合はこの限りでない。

(1) 愛知県情報公開条例（平成１２年愛知県条例第１９号）第７条に規定する不開示情報に該当する情報を含む案

件を審議する場合

(2) その他対策会議が非公開とする旨を議決した場合

２ 対策会議の傍聴方法等については、別途定める。

（会議録）

第４条 対策会議の会議については、会議録を作成し、出席者のうち議長が指名する者２名が、これに署名押印する

ものとする。

２ 会議録には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

(1) 開催の日時及び場所

(2) 出席者及び欠席者の氏名

(3) 会議に付した事項

(4) 議事の経過

(5) その他必要と認めた事項

３ 会議録の保存年限は、５年とする。

（意見聴取）

第５条 会長は必要があると認めるときは、対策会議に委員及び特別委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くこ

とができる。

（幹事会）

第６条 対策会議に幹事会を置く。

２ 幹事会は、あらかじめ会長が指名するものが議長となる。

３ 幹事会は、次の事項を処理する。

(1) 対策会議に提出する議案の作成

(2) その他会長から命ぜられた事項

４ 幹事会の協議事項は、会長に報告しなければならない。

（庶務）

第７条 対策会議の庶務は、愛知県県民生活部地域安全課において処理する。

（雑則）

第８条 この要綱に定めるもののほか、対策会議の運営に関し必要な事項は、そのつど会長が定める。

附 則

この要綱は、昭和４５年１１月４日から実施する。

附 則

この要綱は、平成１２年４月１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成１４年６月１３日から実施する。

附 則

この要綱は、平成１８年４月１日から実施する。
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　名古屋市



- 117 -

（平成27年４月）

機　　　　関　　　　名 職　　　　　　　　　　　　  名 氏 名

中部管区警察局 広域調整第二課長 森 本 善 信

中部経済産業局 総務課長 植 木 健 司

中部運輸局愛知運輸支局 支局長 小 林 裕 之

名古屋地方気象台 防災管理官 新 出 祥 文

東海総合通信局 総務課長 古 田 和 則

愛知労働局 安全課長 岡 田 眞 治

中部地方整備局 名古屋国道事務所長 島 村 喜 一

広報広聴課長 酒 井 宣 江

交通対策課長 市 田 和 仁

県民生活課長 柴 田 敏 行

地域安全課長 稲 熊 邦 保

学事振興課私学振興室長 藤 林 克 己

消防保安課長 小 林 巌

医務国保課長 吉 田 宏

子育て支援課長 奥 澤 誠 子

高齢福祉課長 古 田 正 典

産業振興課長 小 島 裕 司

産業科学技術課長 中 島 紳 裕

都市計画課長 横 山 甲 太 郎

都市整備課長 水 野 貢

公園緑地課長 風 間 一

道路維持課長 山 田 哲 夫

道路建設課長 小 川 秀 史

生涯学習課長 山 本 雅 夫

高等学校教育課長 荻 原 哲 哉

義務教育課長 高 田 和 明

特別支援教育課長 吉 田 伸 一

健康学習課長 鈴 木 裕

保健体育スポーツ課長 霊 池 恵 量

交通総務課長 山 田 満

交通指導課長 伊 達 司

交通捜査課長 寺 島 潔

交通規制課長 名 仁 澤 公 一

運転免許課長 堤 秀 人

非行集団対策課長 杉 島 健 一

地域安全推進課長 河 瀬 正 訓

道路維持課長 平 尾 高 之

街路計画課長 山 本 寛

救急課長 南 濵 繁 典

名古屋市教育委員会 指導室長 三 浦 友 久

総務課長 濱 崎 修

踏切保安担当課長 塚 野 達 也

中日本高速道路株式会社 交通管制チームリーダー 内 田 忠 男

愛知県道路公社 工務課長 中 野 錦 也

名古屋高速道路公社 交通管理課長 林 圭 三

愛知県交通安全対策会議幹事名簿

愛知県

愛知県教育委員会

名古屋市

東海旅客鉄道株式会社

愛知県警察本部



- 118 -

愛知県交通安全条例

平成二十六年十月十四日

条例第五十五号

愛知県交通安全条例をここに公布する。

愛知県交通安全条例

道路交通は、私たちの日常生活や経済活動の基盤であり、私たちは、道路交通の発達により利便性等の多

くの恩恵を受けている。

しかし、その一方で、本県では、交通事故が多発し、毎年多くの人命が失われている。一瞬にして人命を奪い、

人々の平和な暮らしを脅かす交通事故をなくすることは、県民の切なる願いである。

交通事故の防止については、これまでも様々な取組が行われてきており、それらの取組により、交通事故の発

生件数は減少してきているが、なお依然として多数の交通事故が発生する状況が続いている。

交通事故をなくするためには、私たち一人一人が、交通事故の被害者の存在に思いをいたし、人命の尊重を

最優先にして、交通の安全の確保に向けた取組を一層進めることが必要である。

私たちは、このような認識を共有し、一体となって、交通事故のない社会の実現を目指した取組を推進するた

め、ここにこの条例を制定する。

（目的）

第一条 この条例は、道路交通の安全（以下「交通の安全」という。）に関し、基本理念を定め、並びに県、県民

及び事業者の責務を明らかにするとともに、交通の安全に関する施策の基本となる事項を定めることにより、

県、市町村、県民、事業者等が一体となって行う交通事故のない社会の実現を目指した取組を推進し、もっ

て県民が安全に安心して暮らすことができる社会の実現に寄与することを目的とする。

（基本理念）

第二条 交通の安全は、人命尊重の理念に基づき、交通事故のない社会の実現を目指すことにより確保されなけ

ればならない。

２ 交通の安全は、県民及び事業者（以下「県民等」という。）の交通事故のない社会の実現を目指した自主的な

取組が促進されることにより確保されなければならない。

３ 交通の安全は、県、市町村及び関係行政機関並びに県民等及び県民等の組織する交通の安全に関する活動を

行う団体（以下「交通安全関係団体」という。）が相互に連携を図りながら協力して一体となって取り組

むことにより確保されなければならない。

（県の責務）

第三条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、交通の安全に関する総合的な施

策を策定し、及び実施する責務を有する。

（市町村に対する協力等）

第四条 県は、市町村が実施する交通の安全に関する施策に協力するものとする。

２ 県は、交通安全関係団体が行う交通の安全に関する活動を促進するため、助言その他の支援を行うよう努め

るものとする。

（県民の責務）

第五条 県民は、基本理念にのっとり、日常生活における交通の安全の確保に自ら努めるとともに、県が実施す

る交通の安全に関する施策に協力するよう努めなければならない。

（事業者の責務）

第六条 事業者は、基本理念にのっとり、従業員に対する交通の安全に関する教育の実施その他の交通の安全の

確保のために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、県が実施する交通の安全に関する施策に協力するよう

努めなければならない。

（県民の高齢者等の安全な通行への配慮）

第七条 県民は、高齢者、障害者並びに児童、生徒及び幼児（以下「高齢者等」という。）の交通の安全を確保

するため、高齢者等が安全に道路を通行することができるように配慮するよう努めなければならない。

（県民の自転車の安全な利用）

第八条 県民は、自転車を利用するときは、道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）その他の法令を遵守する

等により歩行者に危害を及ぼさないようにする等その安全な利用に努めなければならない。
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（県民等の飲酒運転の根絶のための取組）

第九条 県民等は、飲酒運転が重大な交通事故を引き起こす原因となることを認識し、家庭、職場及び地域にお

いて、飲酒運転を根絶するための取組を行うよう努めなければならない。

２ 酒類を提供する飲食店を営む者は、飲酒運転の根絶を呼び掛けるポスター等を客の見やすい場所に掲示する

等の取組を行うことにより客の飲酒運転が根絶されるよう努めなければならない。

（交通の安全に関する県民運動の推進）

第十条 県は、市町村及び関係行政機関並びに県民等及び交通安全関係団体と連携して、交通の安全に関する県

民運動（以下「県民運動」という。）を推進するものとする。

（交通事故死ゼロの日）

第十一条 交通事故による死者が生じないよう社会全体で特に努める日として、交通事故死ゼロの日を設ける。

２ 交通事故死ゼロの日は、毎月十日、二十日及び三十日とする。

３ 県は、交通事故死ゼロの日には、交通死亡事故の防止を図るための県民運動を推進するものとする。

（道路交通環境の整備）

第十二条 県は、交通の安全の確保に必要な道路交通環境の整備を図るため、信号機、道路標識等の交通安全施

設の整備、交通の規制及び管制の合理化、道路の使用の適正化等の措置を講ずるものとする。

２ 県は、住宅地、商店街、学校の周辺等の道路について前項に規定する措置を講ずるに当たっては、歩行者、

特に高齢者等の保護が図られるように配慮するものとする。

（交通の安全に関する教育の推進）

第十三条 県は、県民が、交通の安全を確保することの重要性について理解を深めるとともに、そのための行動

をすることができるよう、家庭、学校、職場等における交通の安全に関する教育を推進するものとする。

（交通の安全に関する広報及び啓発）

第十四条 県は、高齢者等の交通の安全の確保の徹底、自転車の安全な利用、飲酒運転の根絶、自動車の全ての

座席におけるシートベルトの着用の徹底、チャイルドシートの適切な使用その他の交通の安全に関し必要な事

項について広報及び啓発を行うものとする。

（交通事故による死者が多数となった場合における警報の発令等）

第十五条 知事は、県内において交通事故による死者が多数となり、県民等に対し注意を喚起するため必要があ

ると認めるときは、その状況を周知するための警報を発するとともに、市町村、関係行政機関、交通安全関係

団体等と連携して交通事故を防止するための総合的かつ集中的な対策を実施するものとする。

（交通の安全に関する技術の研究開発の促進等）

第十六条 県は、自動車の安全な運転を支援し、又は交通事故の発生時における被害の軽減に資する技術の研究

開発の促進及びその成果の普及を図るために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（財政上の措置）

第十七条 県は、交通の安全に関する施策を推進するため必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。


